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第21回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第21回定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご通知申しあげます。

　新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、本株主総会につきましては、可能

な限り、書面により事前の議決権行使をいただき、体調の優れない方、ご不安のある

方の会場へのご来場はお控えいただきますようお願い申しあげます。

　なお、当日ご出席されない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用

紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2021年６月21日（月曜日）午後７時までに

到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

　また、株主総会後の事業説明会につきまして、別紙記載の方法にてライブ配信を行

うことといたしましたので、ご高覧いただければ幸いでございます。

敬　具

記
１．日 時 2021年６月22日（火曜日）13時00分
２．場 所 東京都渋谷区千駄ヶ谷四丁目23番５号 JPR千駄ヶ谷ビル３階

　株式会社ソケッツ本社　会議室
３．目 的 事 項

報 告 事 項 第21期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）事業報告
及び計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案 　取締役３名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申しあげます。
　株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、当社ウェブサイト
(アドレス　https://www.sockets.co.jp/ir/)に掲載させていただきます。
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【株主向け事業説明会】

　ＩＲ活動の一環として、第21回定時株主総会終了後に、同じ会場で事業説明会を開催いた
します。本説明会につきましては、株主の皆様にインターネットからご参加いただくことが
できますので、別紙「株式会社ソケッツ事業説明会のライブ配信に関するご案内」をご確認
いただきますようお願い申しあげます。

　　　　◇当日のスケジュール◇
　　　　　13時00分～13時30分（予定）　第21回 定時株主総会
　　　　　13時30分～14時30分（予定）　事業説明会
　　　　　　　　　　　　　　　　　登壇者：代表取締役社長　浦部　浩司

※当日の進行状況により、時間変更となる可能性がございます。予めご了承ください。
※会場後方からの撮影とし、会場にご出席株主様の容姿は映さないように配慮いたします
が、やむを得ず映り込んでしまう場合がございます。予めご了承ください。

　新型コロナウイルス感染症をはじめとする感染予防および拡大防止のため、本株主総会の
運営スタッフは、検温を含め、体調を確認のうえマスク着用で応対をさせていただきます。
　株主総会にご出席される株主様におかれましても、株主総会開催日時点での状況やご自身
の体調をご確認のうえ、マスク着用などの感染予防にご配慮いただき、ご来場くださいます
ようお願い申しあげます。

　併せて、当社の判断に基づき、株主総会会場において株主様の安全確保及び感染拡大防止
のために必要な措置を講じる場合もありますので、ご協力のほどお願い申しあげます。
　また、今後の感染症拡大の状況により、株主総会の運営に変更が生ずる場合は、当社ウェ
ブサイト等においてお知らせいたします。
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(提供書面)

事　 業　 報　 告

(2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

１．当社の現況に関する事項

（１）当事業年度の事業の状況

①　事業の経過および成果

当事業年度におけるわが国経済は、社会における新型コロナウイルス感

染状況が、依然として収束が見えないなかで、不安定かつ先が見通しづらい

国内外の景況感において、先行きが不透明な状況が続きました。

一方で、業種業態を問わないＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）

というアフターコロナ時代に向けた社会の生産性、効率性のアップデート、

それらに伴う成果のひとつとしてのより人間らしさ、自分らしさの追求など

新しい時代の潮流も確実に生まれ、その流れは加速しております。

データを活用した技術、サービス事業を提供する当社におきましては、

このような時代背景のもと、あらゆる企業でデータのさらなる有効活用が進

むため、本来は直接的に新型コロナウイルスの影響を受けづらい面がありま

す。そのなかで、既存の主力事業である感性メタデータを活用したエンター

テイメント・テクノロジー分野に関しては、音楽・映像のインターネット配

信の需要の広がりを受けて、順調である一方で、当社独自の感性メタデータ

活用先の新しい分野である美容、健康、ファッション、食、飲料、旅、住な

ど暮らし全般の非エンターテイメント関連の新規顧客開拓に当初想定より

も時間が掛かっている状況にあります。

一方で、中期的な事業環境においては、ＤＸはもちろんのこと、欧州の

個人情報保護規則（ＧＤＰＲ）に端を発する今後のインターネット上におけ

る個人情報保護強化の流れ、いわゆるポストクッキー（これまで広く利用で

きていたユーザーをＷＥＢ上で判別するための識別子を本人の同意なく使

用不可とする）時代においては、従来活用できていた第三者のデータ（サー

ドパーティデータ）や個人の行動履歴などの利用制限が進むことが予測され

ております。さらにＡＩ（人工知能）の普遍的な普及、超高速の通信網やク

ラウドコンピューティングの高性能化が一段と進んでまいります。

これらの事業環境は、感性や感情を科学するデータ・サービスを開発す

る当社にとっては大きな事業機会となります。
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具体的には、従来の第三者データ（サードパーティデータ）の利用制限

により、今後あらゆる業種業態の企業が、より自社保有のデータ（ファース

トパーティデータ）の充実が必要となります。その自社保有のデータ（ファ

ーストパーティデータ）の付加価値を上げるために、自社では保有・開発し

きれない基本的なデータや統計的なデータに留まらないより細かい関連デ

ータや感覚、印象に近い定性的なデータの重要性が増していきます。これら

の事業機会においては、当社の感性メタデータを活用した感情分析や従来の

自然言語処理技術だけでは困難な曖昧な文脈（コンテキスト）を解釈する技

術が極めて有効となります。

また、ＡＩが人間の感性や感情を理解し、人と機械との間で、気持ちを

通わせ理解をし合うなど人と機械の感情的な交流が生まれる時代も予想さ

れます。

このような時代背景のもと、人間が人間らしく生きる、自分らしく生き

る、そのようなニーズがさらに高まっていく可能性も高まるなか、「自分に

とっての自分らしさとは何か」などひとりひとりが内面により深く向き合う

時代になってくることと思われます。

その中で、あらゆるエンターテイメント分野やマーケティング分野、音

楽・映像・書籍・テレビ・イベントなどエンターテイメント全般および企業

と生活者とのコミュニケーション活動、たとえば広告サービスを体験する機

会において、よりその人を理解する、その人の感情やライフスタイルに寄り

添う、というニーズがより高まることも予想されます。日々の生活の中でよ

り多くのコンテンツや情報が流通することのみならず、いかに多様化された

個々人に最適化される技術はより重要となりえます。

またインターネットにつながるデバイスが、家電、テレビ、自動車など

生活に密着した機器にまで広がるＩｏＴ（Internet of Things）による大量

データの自律的な学習、データ解析や予測技術の進展、これらを通じて新た

な価値を生み出すデータベース関連サービスの事業機会の増加が予想され

ます。

当社はこれらの事業機会を実現しうる技術として「文脈（コンテキスト）

を解釈する技術」「人間の感性や感情を科学する技術」の開発に注力してお

ります。またこの技術開発に重要な役割を果たす当社独自の「感性メタデー

タ」を創業以来、開発を続けております。
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当社の強みは、音楽、映像を中心としたエンターテイメント分野を通じ

て人間が持つ感性や感情を体系的、網羅的、詳細にデータベース化を行い、

国内最大級の感性データベースであるメディアサービスデータベース（以下

「ＭＳＤＢ」といいます）として自社開発、運用しているところにありま

す。またさらにそれら「感性メタデータ」を活用した感性ＡＩ、感情分析な

どの「感性テクノロジー」を開発し、人間の感性と感情に寄り添う独自のサ

ービス開発技術にあります。

これら感性および感情を科学する技術を発展させ、エンターテイメント

産業の発展に貢献するのはもちろんのこと、人の感性を理解するテクノロジ

ーを通じて美容、健康、ファッション、食、飲料、旅、住など暮らし全般に

データ開発の領域を広げております。そのうえで、エンターテイメントから

始まりあらゆる分野の感性データを連携する「感性メタデータ生成サービ

ス」「コンテキスチャル・ターゲティング広告サービス」「ブランドパート

ナーシップ」「クロスプロモーション」など独自の感性マーケティングサー

ビスを提供してまいります。

当社は、「データベース・サービスカンパニー」として、『人の想像力

をつなぐ』ことをミッションに、コンテンツに紐づく情報をデータベース化

したオリジナルのＭＳＤＢを開発し、主に通信会社およびインターネットサ

ービス会社を対象に、データ提供、検索機能提供、レコメンド・パーソナラ

イズ機能提供、データ分析などの多様なデータベース関連サービスの開発お

よび提供を行っております。

これらのサービスについては、ユーザーベースをもつパートナー企業へ

の技術ライセンス提供として、ＫＤＤＩ株式会社、株式会社レコチョクを通

じた株式会社ＮＴＴドコモ、ヤフー株式会社、楽天株式会社（2021年４月１

日付で楽天グループ株式会社に商号変更）、ＬＩＮＥ ＭＵＳＩＣ株式会社、

ＨＪホールディングス株式会社（サービス名「Ｈｕｌｕ」）、株式会社

サイバーエージェント（サービス名「ＡＢＥＭＡ」）、資生堂ジャパン

株式会社などのサービスにて利用されております。

一方で従来の大手通信会社向けの受託型の開発・運用事業においては、

依然としてさらなる縮小が続いております。

また当社独自の「感性ＡＩ」を活用した「人間の感性・感情を理解する

テクノロジー」による特定分野に特化した「専門ＡＩ」に関する特定パート

ナー企業との実証実験（ＰｏＣ＝Proof of Concept）の取り組みは当期にお

いても引き続き進捗しております。また感性マーケティング事業に向けて
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美容分野や住宅分野など、エンターテイメント分野以外への感性メタデータ

提供やその利活用は着実な広がりを見せております。

開発・運用型売上ではなく、技術ライセンス収入主体への事業モデルの

転換に向けたデータ・テクノロジーライセンス事業に一段と主力事業がシフ

トする一方で、研究開発やデータ開発を引き続き、売上の25％を目処に積極

的な投資を実行しております。主力であるエンターテイメント分野のデー

タ・サービスは順調であった一方で、新規分野である非エンターテイメント

分野向けのデータ・サービスの進捗に遅れがあり、それらの結果として当期

の売上高は前事業年度比81.0％の994,295千円、売上原価は、ライセンス事

業の収益力向上が進んだことから原価率の低減および粗利率の向上が進み、

前事業年度比78.2％の524,374千円となりました。販売費及び一般管理費に

ついては、積極的な研究開発費を前年と同様に継続しつつも、インフラ費用

など外部委託コストの削減などの効率化により、前事業年度比90.7％の

485,700千円となりました。この結果、営業損失15,780千円（前事業年度は

営業利益21,212千円）、経常損失15,503千円（前事業年度は経常利益21,474

千円）、当期純損失51,440千円（前事業年度は当期純利益17,202千円）とな

りました。

②　設備投資の状況

当事業年度中に実施いたしました設備投資の総額は22,574千円であり、

その主なものは、感性メタデータおよび感性ＡＩなど自社使用ソフトウエア

およびアプリケーションへの投資であります。

③　資金調達の状況

該当事項はありません。
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（２）直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第 18 期

(2018年３月期)
第 19 期

(2019年３月期)
第 20 期

(2020年３月期)

第 21 期
(当事業年度)

(2021年３月期)

売 上 高(百万円) 1,604 1,443 1,227 994

当期純利益又は 
当期純損失（△）

(百万円) 64 67 17 △51

１ 株 当 た り
当期純利益又は 
１株当たり当期 
純 損 失 （ △ ）

(円) 26.41 27.58 7.01 △20.97

総 資 産(百万円) 1,236 1,245 1,259 1,208

純 資 産(百万円) 980 1,044 1,055 1,004

１ 株 当 た り
純 資 産 額

(円) 384.29 414.20 418.21 394.24

（３）重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

　該当事項はありません。

（４）会社の経営の基本方針

当社は、『人の想像力をつなぐ』ことをミッションとし、音楽・映像・書

籍・一般商材などのデータベースを開発し、主にインターネットを通じ「レ

コメンドサービス」「パーソナライズサービス」「検索サービス」「アナリ

ティクス（データ分析）サービス」「データ提供サービス」などデータ関連

サービスを提供しております。

今後の社会においてＡＩがますます普及されることが予想されますが、効

率性、安全性、生産性などを追求し社会を豊かにする一般的なＡＩとは異な

る当社独自の「感性メタデータ」を活用した「人間の複雑な感性や感情を理

解するＡＩ」の技術開発および実用サービス開発をより積極的に進め「心を

豊かにするＡＩ」を発展させてまいります。また、当社が提供する現在のデ

ータ関連サービスの継続的な品質向上や新たな付加価値サービスの開発を進

めます。さらにエンターテイメントから学んだ様々な人間の感情、シチュエ

ーション、ライフスタイル、人間関係、感性などを活用した独自のマーケテ

ィングサービスを展開してまいります。具体的にはエンターテイメント・テ
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クノロジーをマーケティングに応用してまいります。

今後、あらゆる業種業態、サービス、ブランドがそれぞれの垣根を超えて

協力しあい、さらにそこに個人やクリエイター、アーティストも参加し、企

業と個人がボーダーレスに共同で、商品開発、マーケティング、広告などの

コミュニケーション活動を行なう世界がやってきます。それは、人や商品、

サービス、ブランド、作品が持つ、感性の共感によって実現すると考えられ

ます。当社は、独自の人の感性や感情を科学し、理解する技術を活用し、た

くさんの多様な共感が繋がる世界を実現いたします。その結果として、当社

ミッションである人の想像力が繋がることで豊かな心、平和な心が繋がる世

界への貢献を目指します。

①　『人の想像力をつなぐ』ことに役に立つ価値あるサービスを確かなモ

ノづくりにて実現するために、新しいテクノロジーが切り開く可能性を信じ、

研究開発とデータ開発を重視します。

②　常にユーザー視点、顧客価値を大切にし、真に価値のあるオリジナリ

ティの高いサービスの実現へ向けサービス開発を続けます。

③　エンターテイメント作品が生む様々なエモーション、シチュエーショ

ン、オケージョンをデータベースとして解釈し、人間の多様な創造性、想像

力を科学する技術を開発します。

④　より一層の心が豊かな社会の実現に向けた価値ある新しいサービスを

生み出す技術力と企画力を育成し続けるために、多様性と自主性に富む人材

の採用・育成、成長への環境づくりに努めます。

⑤　当社の企業理念や志を共有する従業員、取引先、株主などと共に成長

し、貢献します。そのための企業文化を育てます。

これらを継続的かつ長期的かつ日常的に行うことで、その結果として、収

益力の向上、持続的な成長を実現させることが、人それぞれの感性や感情を

大切にし、より思いやりと多様性に溢れる豊かな社会への貢献となり、一層

の企業価値の向上に繋がるものと考えております。

（５）目標とする経営指標

当社では、感性データベース関連技術を活用した新しいサービスの開発、

品質向上を継続的に行い、より多くの皆様に当社独自の人の想像力が繋がる

サービスを提供し、顧客満足度の向上を図ることが当社の企業価値の向上に

繋がると認識しております。そのための経営指標として「成長性」と「収益
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性」を重要な経営上の指標としております。

当社の中期的な経営指標として、社会により深く役に立ち、かつ独自性が

高い事業の指標として「売上総利益率60％以上」を目標としています。それ

らを達成するにあたり、当社データ関連サービス技術の事業モデルにおいて

一時的な受託開発・運用モデルではなくユーザー数の拡大が直接的な収益拡

大に繋がる事業モデル、月々の継続的な収入となるサブスクリプション（定

額制）事業モデル、当社が独自に開発した感性データベースを最大限活用し

た自社プロパティ（資産）活用事業モデルなどのライセンス型ビジネスモデ

ルへの転換を進めております。

中期的な経営指標としてこの「ライセンス型ビジネスモデルの売上構成比

を全社売上のうち80％以上」占めることを指標としております。

またあわせて、「データベース関連事業の売上成長率」「新規ライセンス

提供数」「月間ライセンス提供数および額」「売上に占める研究開発費やデ

ータ開発などの先行投資額比率」の管理に取り組んでまいります。

（６）中長期的な会社の経営戦略

５Ｇなどインターネット回線速度のさらなる高速化、生活上のあらゆる端

末がインターネットに繋がるＩｏＴ、ビッグデータ、ＡＩ、ロボットなどの

技術革新の進展により従来にないスピードでデータ量は増加し、機械学習や

深層学習などの分析技術が進む中で当社を取り巻くデータサービス関連市場

は成長を続けるものと期待されています。また今後、従来広く利用されてき

たクッキー（個人のインターネットサービス閲覧時の行動履歴）の利用が制

限されるクッキーレスの時代がやってまいります。

そのような環境の中で、企業やサービスの提供者にとっては、従来クッキ

ーなどで補ってきた大量の第三者データが利用できない状況が起こりえます。

その際には、各企業・サービス事業者が、外部データの量に頼ることなく、

今後自らの「データの質」をより高めていく必要性が高まります。自社が保

有する「データの質」を向上させることで、各企業・サービス事業者は顧客

満足の最大化を図ることに、当社独自の「感性メタデータ」は有効となりま

す。

具体的には、音楽・映像・書籍・テレビ・イベントなどのエンターテイメ

ント分野において国内随一のデータベースをより拡充していくことに加え、

感性メタデータの開発・提供をエンターテイメント分野のみならず美容、健

康、ファッション、食、飲料、旅、住など暮らし全般の非エンターテイメン

ト分野まで広げ、ライセンス提供先を流通業界、製造業界、小売業界、美容
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業界、旅行業界、飲食業界、広告業界、不動産業界、金融業界などにも拡大

してまいります。またそれら提供データを最大限有効活用しうる「パーソナ

ライズサービス」「アナリティクス（データ分析）サービス」のプラットフ

ォーム化（基盤的存在への普及化）を一層進展させます。

またインターネット広告市場においても、クッキーの利用制限は、当社に

とって大きな事業機会を生みます。具体的には、個人の行動履歴の解釈では

なく、利用者が接している情報の文脈（コンテキスト）を解釈し、その文脈

（コンテキスト）に関連する広告が配信される「コンテキスチャル・ターゲ

ティング」という広告手法が今後広まることが予想されます。当社の人の感

性や感情を理解する技術は、この「文脈（コンテキスト）を解釈」すること

に非常に有用であることが分かってきております。当社独自の感性メタデー

タの活用範囲をインターネット広告分野に広げてまいります。

その先には、当社が目指す、個人と企業とクリエイターやアーティストが

垣根を超えて「共感を軸に協創するプラットフォーム」の構築があります。

そこでは、エンターテイメント・テクノロジーと感性マーケティングの連

携を実現します。その連携において「ブランドパートナーシップ」「クロス

プロモーション」など、顧客との感性や感情における繋がりを起点とした小

コミュニケーションサービスを展開します。

あわせて特定分野に用途を絞ることでよりきめ細やかなサービス体験を実

現する用途特化型ＡＩの開発を進め、新たな人と機械のコミュニケーション

の可能性を追求します。具体的には今後、ＭａａＳ、自動運転など自動車を

取り巻く世界が大きく変わることが想定されており、そのなかで、当社の感

性ＡＩが、自動車を通じた人の移動体験の付加価値向上を行ないます。

感性ＡＩを通じて、人と機械とのインターフェイス（やり取り）において、

曖昧さ、文脈、感覚、雰囲気なども解釈しうる、より人同士のやり取りに近

くなる技術を開発します。そのうえで、長期的には、国内のみならず海外で

も一人でも多くの利用者を増やしていくことで、当社ミッションである世界

中の『人の想像力をつなぐ』ことに寄与していきます。

それらの実現のために、当社独自の人の感性や感情を体系的に情報化した

オリジナルデータベースの開発およびそのデータを利活用するデータ関連技

術開発を進めてまいります。
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（７）会社の対処すべき課題

インターネット関連、データ関連、ＡＩ関連分野の技術革新、ユーザー嗜

好の変化、新規参入など変化の激しく起こりうる事業環境の中で、当社が長

期的に持続可能な成長を見込み、経営戦略を確実に遂行していくために、以

下のような課題に対処してまいります。

①　優秀な人材の確保、育成

　継続的な成長の原資である人材は、当社にとって、最も重要な経営資源

と認識しております。当社の技術開発力や企画力およびサービス運営力を

維持し、継続的に発展、強化していくために、優秀な社員を継続的に雇用

し、その成長の機会を提供し、かつ事業規模を拡大させていくための人材

を獲得する必要があります。

人的基盤を強化するために、全役職員を対象としたクレド（行動規範）

など企業文化の熟成、専任者を設けるなど採用体制の強化、新入社員・中

堅社員・管理職向けなど段階に応じた教育・育成、研修制度、人事評価制

度の充実などの各種施策を進める方針であります。

②　開発・品質管理体制の強化

　当社が開発を手掛けるアプリケーション、データベースおよびサービス

は、技術革新の中で、開発内容が複雑化する可能性があります。また、ラ

イセンス事業モデルの中でも顧客においては、開発スピードのさらなる向

上やコストの軽減、高付加価値化を求めてくることが想定されるため、こ

れらへの対応力の強化が必要となります。

このため当社では、企画営業部門と開発部門における連携面での見直し、

開発・運用ルールの統一化、自社開発ツールの構築など全社的な技術資産

の共有を行うことで、開発・品質管理体制の一層の強化を図っていきます。

③　収入モデルの多様化

　現在の当社の主な収入モデルは、ライセンス収入モデル、開発収入モデ

ル、運営収入モデルなどであります。多様なインターネットサービスとの

より一層の連携などにより、従来のビジネスモデルは、変化の時期を迎え

ております。従来の主に通信会社との取引による比較的規模の大きい開発

収入や運用収入は従来より流動的かつ不確実になってきていることから、

当該事業年度の経営成績に与える影響が大きくなっております。

　当社では開発売上主体の収入モデルからライセンス収入モデル主体への

シフトに加え、低い金額でライセンス提供可能なライト版ライセンス、初

めは無料で提供するフリー版ライセンス、また当社サービスの外部の代理

店による販売など収入モデルの多様化に一層取り組んでいきます。
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④　内部管理体制、コーポレート・ガバナンスの充実

　当社では継続的な成長を実現していくために、事業規模に応じた内部管

理体制の充実が不可欠であると認識しております。金融商品取引法に基づ

く財務報告に係る内部統制の評価へ対応すべく、業務の適正性や効率性、

財務報告の信頼性の確保に努める必要があります。

今後も事業規模の拡大に合わせ管理部門の一層の強化による内部管理体

制の整備を図るとともに、会議体および職務権限の見直しや社外役員の積

極的な導入など、コーポレート・ガバナンスの充実に取り組む方針であり

ます。

⑤　インターネット関連技術・サービスなど企業との連携

今後、国内外のインターネット技術やサービスは、ますます連携や融合

されていくことと予想され、当社はこの流れへの対応力の強化が必要とな

ります。

このため、当社ではデータベース、アプリケーションそしてストリーミ

ング開発を通じ、通信事業者、デバイスメーカーやインターネット関連企

業およびサービス提供企業との連携や権利元との調整などアグリゲーショ

ン力を強化していく方針であります。

（８）その他、会社の経営上重要な事項

　大株主との取引等

　当社は、ＫＤＤＩ株式会社より出資を受けており、当事業年度末において

同社は当社の議決権の9.8％を保有する大株主となっております。当社は同

社へインターネットサービスにおけるデータベースやアプリケーションの開

発・提供などを行っております。なお、同社との取引条件につきましては、

同社以外の取引先と同様に、価格交渉などの手続きを行った上その都度決定

しております。また、当社はカルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社

（以下「ＣＣＣ」といいます）より出資を受け、当事業年度末において同社

はＫＤＤＩ株式会社と同数の当社株式を保有しております。当社は、今後の

マーケティング分野への展開を目指しＣＣＣグループと当社のデータベース

を連携させるため、共通基盤データベースの開発およびその利活用に引き続

き取り組んでおります。なお、ＣＣＣグループとの取引条件につきましても

同社以外の取引先と同様に、価格交渉などの手続きを行った上その都度決定

しております。
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（９）主要な事業内容（2021年３月31日現在）

当社の主力サービスは、音楽・映像・書籍などのインターネットサービス

事業者向けおよび美容、ファッション関連企業向けに「検索サービス」「レコ

メンドサービス」「パーソナライズサービス」「アナリティクス（データ分

析）サービス」「データ提供サービス」を行っております。

（10）主要な事業所（2021年３月31日現在）

本社　東京都渋谷区

（11）使用人の状況（2021年３月31日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

61（6）名 増減なし（1名減） 41.3歳 6.1年
 

（注）使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外

数で記載しております。

（12）その他当社の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 13 －

主要な事業内容、主要な営業所および工場、使用人の状況、その他会社の現況に関する重要な事項



２．株式の状況（2021年３月31日現在）

（１）発行可能株式総数　　　　　　　 　7,420,000株

（２）発行済株式の総数　　　　　　　　 2,477,400株

（３）株主数　　　　　　　　　　　　　　　　 621名

（４）大株主（上位10名）

株 主 名 所 有 株 式 数 持 株 比 率

浦 部 浩 司 711,600株 29.01％

カルチュア・コンビニエンス・クラブ
株 式 会 社

240,000 9.78

Ｋ Ｄ Ｄ Ｉ 株 式 会 社 240,000 9.78

株 式 会 社 フ ェ イ ス 145,000 5.91

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行
（ 信 託 口 ）

103,800 4.23

水 元 公 仁 70,000 2.85

芳 林 知 仁 55,100 2.24

ＮＯＭＵＲＡ　ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯ
ＮＡＬ　ＰＬＣ　Ａ／Ｃ　ＪＡＰＡＮ
Ｆ Ｌ Ｏ Ｗ

50,800 2.07

立 見 雄 浩 43,600 1.77

伊 草 雅 幸 41,000 1.67

（注）持株比率は自己株式（24,583株）を控除して計算しております。
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３．新株予約権等の状況

（１）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権

の状況（2021年３月31日現在）

名 称 第10回新株予約権 第12回新株予約権

発 行 決 議 日 2012年11月６日 2014年６月24日

新 株 予 約 権 の 数 100個 20個

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 10,000株 普通株式 2,000株

（新株予約権１個につき （新株予約権１個につき

100株） 100株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額
新株予約権と引換えに払い込
みは要しない

新株予約権と引換えに払い込
みは要しない

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 新株予約権１個当たり

103,000円 133,000円

（１株当たり 1,030円） （１株当たり 1,330円）

権 利 行 使 期 間
2014年12月１日から
2022年９月５日まで

2016年７月３日から
2024年４月30日まで

行 使 の 条 件 （注） （注）

役 員 の

保有状況

取 締 役 ― ―

社 外 取 締 役

新株予約権の数：      50個 新株予約権の数：      20個

目的となる株式数： 5,000株 目的となる株式数： 2,000株

保有者数： １名 保有者数： １名

監 査 役

新株予約権の数：       50個

目的となる株式数：  5,000株 ―

保有者数： １名

（注）権利行使時に当社または当社子会社の取締役、監査役または従業員いずれかの地位にある

こと。また、発行日から２年間経過していること。
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（２）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予

約権の状況

名 称 第14回新株予約権

発 行 決 議 日 2020年６月22日

新 株 予 約 権 の 数 1,070個

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 107,000株

（新株予約権１個につき

100株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額
新株予約権と引換えに払い込
みは要しない

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり

102,100円

（１株当たり 1,021円）

権 利 行 使 期 間
2022年７月２日から
2030年５月31日まで

行 使 の 条 件 （注）

使用人等
への交付
状 況

当 社 使 用 人

新株予約権の数：

　　　　　　　　　 1,070個

目的となる株式数：

　　　　　　　　 107,000株

交付者数：

　　　　　　　　　　  17名

子会社の役員 　
及 び 使 用 人 ―

（注）権利行使時に当社または当社子会社の取締役、監査役または従業員いずれかの地位にある

こと。また、発行日から２年間経過していること。
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４．会社役員の状況

（１）取締役および監査役の状況（2021年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 浦 部 浩 司 －

取 締 役 鵜 飼 幸 弘
㈱テクノロジーハブ代表取締役社長

SEEDEVICE HOLDINGS,INC.（SeeDevice Inc.より

社名変更）　取締役

取 締 役 佐 藤 　 明 ㈱バリュークリエイト代表取締役

常 勤 監 査 役 山 本 　 実 －

監 査 役 大 塚 一 郎
弁護士 東京六本木法律特許事務所パートナー

リシュモンジャパン㈱　社外監査役

監 査 役 今 西 浩 之
税理士　イマニシ税理士法人　社員

㈱朝日ネット　社外監査役

（注）１．取締役鵜飼幸弘氏、取締役佐藤明氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役

であります。

２．監査役山本実氏、監査役大塚一郎氏、監査役今西浩之氏は、会社法第２条第16

号に定める社外監査役であります。

３．監査役大塚一郎氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務の分野を中心に法

令およびリスク管理などの実務に携わっており、法律的見地から当社の企業活

動の適正性を判断するのに相当程度の知見を有するものであります。

４．監査役今西浩之氏は、公認会計士および税理士の資格を有しており、財務およ

び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

５．当社は取締役鵜飼幸弘氏、取締役佐藤明氏、監査役大塚一郎氏、監査役今西浩

之氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け

出ております。

（２）責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役ならびに社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基

づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度

額を上限としております。

（３）取締役および監査役の報酬等

①　役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は2021年２月15日開催の取締役会において、取締役の個人別の報

酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等につい

て、報酬等の内容の決定方針及び決定された報酬等の内容が取締役会で

決議された決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針

に沿うものであると判断しております。
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取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりで

す。

ⅰ　基本方針

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンテ

ィブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、

個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準

とすることを基本方針とする。具体的には、取締役の報酬は、固定報

酬としての基本報酬および業績と連動した報酬（決算賞与）を支払う

こととする。

ⅱ　基本報酬（金銭報酬）および業績に連動した報酬（決算賞与・金銭

報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時

期または条件の決定に関する方針を含む。)

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、各役員の役位や

責任範囲、在任年数等を総合的に勘案して決定する。固定報酬以外の

賞与については会社の経営成績、各役員の役位及び職務の内容や貢献

度に応じた業績の評価等を総合的に勘案し決定することとし、決算賞

与として支払う場合は毎年４月に支払うものとする。

ⅲ　金銭報酬の額および業績連動報酬等の額の取締役の個人別の報酬等

の額に対する割合の決定に関する方針

基本報酬と決算賞与の額の割合に関しては、株主と経営者の利害を

共有し、企業価値の持続的な向上に寄与するために、最も適切な支給

割合となることを方針としている。

ⅳ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

個人別の報酬額については取締役会決議にもとづき代表取締役社長

がその具体的内容について委任をうけるものとし、その権限の内容

は、各取締役の基本報酬の額および各取締役の貢献度を踏まえた賞与

の評価配分および決算賞与額とする。
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②　当事業年度に係る報酬等の総額

区 分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬

業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取　締　役
（うち社外取締役）

51
（10）

51
（10）

―
（―）

0
（0）

４
（２）

監　査　役
（うち社外監査役）

17
（17）

17
（17）

―
（―）

―
（―）

３
（３）

合　　　計
（うち社外役員）

68
（27）

68
（27）

―
（―）

0
（0）

７
（５）

（注）１．上表には2020年６月22日開催の第20回定時株主総会終結の時をもって退任した
取締役１名を含んでおります。

２．非金銭報酬等は株式報酬型ストック・オプションとしての新株予約権に関する
報酬で当事業年度に費用処理した金額です。

３．取締役の報酬限度額は、2007年６月25日開催の第７回定時株主総会において年
額300百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と
決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、５名（う
ち、社外取締役は１名）です。

４．監査役の報酬限度額は、2007年６月25日開催の第７回定時株主総会において年
額50百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の
員数は、２名です。

５．取締役会は、代表取締役社長浦部浩司氏に対し、各取締役の基本報酬（固定報
酬）の額及び業績連動報酬や非金銭報酬について評価配分の決定を委任してお
ります。委任した理由は、当社の業績等を勘案し評価を行うには代表取締役社
長が適していると判断したためであります。

（４）社外役員に関する事項

①　他の法人などの重要な兼職の状況および当社と当該他の法人などとの

関係

　取締役鵜飼幸弘氏は、株式会社テクノロジーハブの代表取締役社長お

よびSEEDEVICE HOLDINGS,INC.（USA）の取締役であります。なお、当社

は株式会社テクノロジーハブおよびSEEDEVICE HOLDINGS,INC.との間に

特別な取引関係はありません。

　取締役佐藤明氏は、株式会社バリュークリエイトの代表取締役であり

ます。なお、当社は株式会社バリュークリエイトとの間に特別な取引関

係はありません。

　監査役大塚一郎氏は、東京六本木法律特許事務所のパートナー並びに

リシュモンジャパン株式会社の社外監査役であります。なお、当社は東

京六本木法律特許事務所およびリシュモンジャパン株式会社との間に特

別な取引関係はありません。

　監査役今西浩之氏は、イマニシ税理士法人の社員並びに株式会社朝日

ネットの社外監査役であります。なお、当社はイマニシ税理士法人およ

び株式会社朝日ネットとの間に特別な取引関係はありません。
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②　当事業年度における主な活動状況

出席状況、発言状況及び

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役　鵜飼　幸弘

当事業年度に開催された取締役会13回全てに出席いたしました。主

に企業経営に携わる見地から意見を述べるなど、取締役会の意思決定

の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行いました。

取締役　佐藤　　明

当事業年度に開催された取締役会12回に出席いたしました。主に証

券アナリストとして数多くの企業分析に携わった豊富な経験および

企業運営にかかる幅広い見識から、取締役会の意思決定の妥当性・適

正性を確保するための助言・提言を行いました。

監査役　山本　　実

当事業年度に開催された取締役会13回全て、監査役会８回全てに出席

いたしました。必要に応じ、長年にわたる経営者としての経験から、

適宜必要な発言を行いました。

監査役　大塚　一郎

当事業年度に開催された取締役会13回全て、監査役会８回全てに出席

いたしました。必要に応じ、主に弁護士としての専門的見地から、当

社のコンプライアンス体制の構築・維持についての発言を行いまし

た。

監査役　今西　浩之

当事業年度に開催された取締役会13回全て、監査役会８回全てに出席

いたしました。必要に応じ、主に公認会計士としての専門的見地か

ら、当社のコンプライアンス体制の構築・維持についての発言を行い

ました。

（注）上記の取締役会の開催数のほか、会社法第370条および当社定款第26条の規定に基づ

き、取締役会決議があったものとみなす書面決議が６回ありました。
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５．会計監査人の状況

（１）名称　EY新日本有限責任監査法人

（２）報酬等の額

E Y新日本有限責任監査法人

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 19,300千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の

利益の合計額
19,300千円

（注）１．当社と会計監査人の間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬などの額を明確に区分しておらず、実質的にも区分で

きませんので、当事業年度に係る報酬などの額にはこれらの合計金額を記載して

おります。

２．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指

針」を踏まえ、会計監査人の監査計画、監査の実施状況および報酬見積りの算出

根拠などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬などについて同意を行って

おります。

（３）会計監査人の解任または不再任の決定方針

　監査役会は、会計監査人が適正に監査を遂行することが困難であると認

められる場合など、その必要があると判断した場合、株主総会に提出する

会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定します。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事由

に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意により、会計監査人を

解任します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集

される株主総会において、会計監査人を解任した旨および解任の理由を報

告します。
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６．業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

（１）業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための

体制、その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容

の概要は以下のとおりであります。

①　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを

確保するための体制

ⅰ　取締役会規程に基づき、取締役会を原則として月１回開催し、会社

の重要な業務執行を審議決定するとともに、他の取締役の職務執行

を相互に監視、監督する。

ⅱ　業務の適正化と経営の透明性などを確保するため、株主総会におい

て社外取締役を選任し、良識に基づいた意見、助言を得る。

ⅲ　取締役とは独立した監査役を選任するとともに、そのうち１名を常

勤監査役として常時監査できる体制を整備する。

ⅳ　常勤取締役ならびに社長室からなる「経営執行会議」を随時開催し、

取締役会付審議事項および経営に関する重要事項を審議決定すると

ともに、業務執行の全般的統制を行う。

ⅴ　代表取締役は｢社訓｣や「経営理念」に加え、取締役を含む全ての役

員および使用人が実践すべき行動基準を定めた「行動規範」を制定

し、繰り返しその精神を取締役・使用人に伝えることにより、法令

等の遵守が企業活動の前提であることを周知徹底する。

ⅵ　取締役・使用人の法令などおよび社会規範を具体的に遵守するため

の規範として「コンプライアンス規程」を制定し、全社横断的なコ

ンプライアンス体制の整備を図るため「コンプライアンス委員会」

を設置する。

ⅶ　社内における不正・不審行為の早期発見と不祥事などの未然防止を

図ることを目的として「ホットライン（内部通報）制度」を設け、

当社で働く全ての人が利用できる仕組みを設けている。通報の事実

は秘密を遵守し、内部通報者に対して不利益となるような措置は行

わない。

ⅷ　当社は、反社会的勢力とは一切の関係を持たず、不当な要求に対し

ては、必要に応じて外部機関と連携し、法的対応を含め毅然と対応

する。
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②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

ⅰ　株主総会、取締役会、経営執行会議の議事録を、法令および規程に

従い作成し、適切に保存・管理している。

ⅱ　経営および業務執行に係る重要な情報、決定事項、社内通達などは、

所轄部署で作成し、適切に保存・管理している。

ⅲ　取締役および監査役は、常時これらの文書などを閲覧できる。

③　損失の危険の管理に係る規程その他の体制

ⅰ　取締役会、経営執行会議、経営情報会議、その他の重要な会議にて、

取締役および経営幹部から、業務執行に係る重要な情報の報告が定

期的になされている。

ⅱ　「リスク管理委員会」を設置し、各部門のリスク管理業務を統括し、

リスク管理に関する方針・体制の協議、対策の立案その他重要な事

項を総合的に決定する。

ⅲ　各部門長は、「リスク管理委員会」の定める方針に従い、各部門に

おけるリスクの把握と評価を行うとともに、リスク管理体制の整備、

未然防止策・対応策の立案と実行その他必要な事項を実施する。

ⅳ　リスクが発生した場合に備えるため「リスク管理規程」を制定し、

リスク管理委員会を定期的に開催する。また、万が一、当社の経営

に重大な影響を及ぼすような危機的リスクが発生した場合には、代

表取締役を対策部門長とする対策本部を設置し、迅速な対応を行い、

被害を最小限に留めるとともに再発防止策を講ずる。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ⅰ　取締役会は、単年度経営計画、中期経営計画、予算などを決定し、

業績、進捗状況のレビューを行うために、毎月１回取締役会を開催

する他、必要に応じて適宜臨時に開催する。

ⅱ　常勤取締役および部門長からなる「経営執行会議」を随時開催し、

迅速な業務執行体制を確立する。また「業務分掌規程」「職務権限

規程」などにおいて職務権限および責任を明確化し、業務を適切・

確実・迅速に執行する。

ⅲ　常勤取締役および部門長からなる「経営情報会議」を設けて、原則

毎月２回、事業の進捗状況の把握、意見交換を行う。
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⑤　当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

ⅰ　当社は、子会社の取締役および業務を執行する使用人に係る事項に

ついて、定期的に子会社から報告を受けるとともに重要な事項につ

いては事前協議を行う。

ⅱ　当社は、子会社を含めた危機管理を統括的に管理する。子会社は、

当社の「リスク管理規程」に準拠し、リスクの把握と評価を行うと

ともにリスク管理体制の整備、未然防止策・対応策の立案と実行そ

の他必要な事項を実施し、その旨報告する。

ⅲ　子会社の取締役および職務の執行が効率的に行われるように当社は

必要に応じて当社の取締役および使用人の中から、子会社の取締役

として任命・派遣し、当社および子会社全体の業務の適正な遂行を

確保する。

ⅳ　子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合

するように当社の「社訓」「経営理念」「行動規範」を子会社の取

締役および使用人にも適用し、周知徹底する。

ⅴ　当社および子会社は、経営の自主性および独立性を保持しつつ、企

業集団全体の経営の適正かつ効率的な運営に努める。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する事項並びに当該使用人の取締役からの独立性およ

び監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

ⅰ　監査役から要請があったときには、監査役の指揮命令下に監査役の

職務を補助すべき使用人を配置する。

ⅱ　監査役の職務を補助すべき使用人の人数、資格等に関しては、監査

役と代表取締役との間の協議により決定する。

ⅲ　監査役の職務を補助する使用人は、監査役の指揮命令下に置かれ、

他の取締役の指揮命令が監査役の補助業務に反するものである場合

は、当該指揮命令に従う義務を負わない。

ⅳ　監査役の職務を補助する使用人の任命、異動などについては、監査

役と代表取締役との間の協議により決定する。

ⅴ　監査役の職務を補助する使用人の人事評価等は、常勤監査役が行う。

⑦　取締役および使用人並びに子会社の取締役および使用人が監査役に報

告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制並びに当該報

告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため

の体制

ⅰ　監査役は取締役会に出席するとともに、常勤監査役は、「経営情報

会議」を始め社内の重要会議へ出席することができる。
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ⅱ　当社および子会社の取締役または使用人は、監査役に対して、法定
の事項に加え、当社または子会社に重大な影響を及ぼす事項、内部
監査の実施状況、「ホットライン制度」による通報状況およびその
内容を速やかに報告する体制を整備する。

ⅲ　監査役は、その職務を遂行するために必要と判断するときはいつで
も当社および子会社の取締役および使用人に報告を求めることがで
きる。監査役から報告を求められた当社および子会社の取締役およ
び使用人は、速やかに報告を行わなければならない。

ⅳ　当社は、内部通報制度による通報を含めて監査役に報告した者に対
し、当該報告をしたことを理由として、不利益な取扱いは行わない。

⑧　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続きそ
の他当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に
関する事項
当社は、監査役がその職務の遂行について、必要な費用の前払いなどを
請求したときは、速やかに当該費用または債務を処理する。

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ⅰ　社外監査役として、企業経営に精通した有識者、弁護士、公認会計

士などの有資格者を招聘し、代表取締役を始め取締役など、業務を
遂行する者からの独立性を保持する。

ⅱ　監査役は、取締役、執行役員および重要な使用人からヒアリングを
実施し、代表取締役、内部監査担当および会計監査人とそれぞれ定
期的に意見交換を行う。

⑩　財務報告の信頼性を確保する体制
財務報告の信頼性を確保し、適正な財務情報を開示していくための基本
方針および関連規程を定め、必要な体制を整備する。

（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況
　当社は上記の業務の適正を確保するための体制について、「内部統制シス
テムの基本方針」に基づき、内部統制システムの運用上見出された問題点な
どの是正・改善状況ならびに、講じられた再発防止策への取り組み状況を取
締役会へ報告することにより、適切な内部統制システムの構築・運用に努め
ております。

７．会社の支配に関する基本方針
当社は、会社の財務および事業の方針決定を支配する者のあり方に関する基

本方針は、現時点では特に定めておりません。

本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（2021年３月31日現在）

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

前 払 費 用

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定

電 話 加 入 権

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,036,670

793,966

217,671

23,520

1,511

171,331

13,483

19,412

△9,970

33,845

△29,804

61,245

23,672

37,077

72

423

96,602

20,010

76,194

1,365

△967

流 動 負 債 120,199

買 掛 金 31,760

未 払 金 12,339

未 払 費 用 13,313

前 受 金 1,815

未 払 法 人 税 等 4,903

未 払 消 費 税 等 7,961

預 り 金 5,342

賞 与 引 当 金 42,703

そ の 他 59

固 定 負 債 83,559

退 職 給 付 引 当 金 83,559

負 債 合 計 203,758

純 資 産 の 部

株 主 資 本 966,994

資 本 金 505,737

資 本 剰 余 金 404,137

資 本 準 備 金 404,137

利 益 剰 余 金 89,129

利 益 準 備 金 4,295

そ の 他 利 益 剰 余 金 84,834

繰 越 利 益 剰 余 金 84,834

自 己 株 式 △32,009

新 株 予 約 権 37,249

純 資 産 合 計 1,004,243

資 産 合 計 1,208,002 負 債 純 資 産 合 計 1,208,002
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損　益　計　算　書

(2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 994,295

売 上 原 価 524,374

売 上 総 利 益 469,920

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 485,700

営 業 損 失 △15,780

営 業 外 収 益

雑 収 入 280 280

営 業 外 費 用

為 替 差 損
3

雑 損 失 0 3

経 常 損 失 △15,503

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 265 265

税 引 前 当 期 純 損 失 △15,237

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,290

法 人 税 等 調 整 額 33,912 36,202

当 期 純 損 失 △51,440
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株主資本等変動計算書

(2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

　　　　　　　（単位：千円）

株 　 主 　 資 　 本

新 株
予約権

純 資 産
合 計

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準 備 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準備金

そ の 他
利 　 益
剰 余 金 利 益

剰 余 金
合 計繰 越

利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 505,737 404,137 404,137 4,295 143,634 147,929 △32,009 1,025,793 29,977 1,055,771

事 業 年 度 中 の
変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △7,358 △7,358 △7,358 △7,358

当期純損失(△） △51,440 △51,440 △51,440 △51,440

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

7,271 7,271

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計

－ － － － △58,799 △58,799 － △58,799 7,271 △51,527

当 期 末 残 高 505,737 404,137 404,137 4,295 84,834 89,129 △32,009 966,994 37,249 1,004,243
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

（１）資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　・その他有価証券

　　時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産

・仕掛品　　　　　　　　　　個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）を採用しております。

（２）固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以

降に取得した建物附属設備については定額法、それ以外のものについては定率法を

採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　　　　　８～22年

　工具器具備品　２～８年

②　無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（取得時に

費用化もしくは２年～５年）に基づいております。

（３）引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に負

担すべき支給見込額を計上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　役員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担

すべき支給見込額を計上しております。

④　退職給付引当金　　　　　　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給

付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とす

る方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤　受注損失引当金　　　　　　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年

度末における受注案件のうち、損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる

ものについて、その損失見込額を受注損失引当金に

計上しております。

（４）売上の計上基準

サービスの提供及び製品の販売による売上高は、検収基準及びサービスの提供期間

をもって計上しております。
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（５）その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記

(「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用)

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第31号 2020年３月31日)を

当事業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に会計上の見積りに関する注

記を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記

（１）識別した会計上の見積りの内容を表す項目及び当年度の計算書類に記載した金額

繰延税金資産　　　－千円

（２）計算書類利用者の理解に資するその他の情報

①　算出方法

当社は、税務上の繰越欠損金及び将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基

づく課税所得の見積りにより繰延税金資産の回収可能性を判断し、来期の課税所

得の見積額に基づいて繰延税金資産を算定しております。

②　主要な仮定

将来の収益力に基づく課税所得の見積りは、来期の事業計画を基礎としており、

その主要な仮定は、来期における既存契約の継続及び新規契約の獲得に関する予

測であります。

既存契約については主として年間契約に基づく月額制のサービス提供業務である

ことを踏まえ、過年度からの継続状況を勘案して継続の可能性が高いと予測して

おります。新規契約の獲得については、顧客との交渉状況を勘案した上で契約獲

得の確度を判断しております。

また、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響は限定的であると仮定してお

ります。

③　翌年度の計算書類に与える影響

当該、主要な仮定について、将来の国内外の不確実な経済条件の変動等により業

績予測の見直しが必要となった場合、翌事業年度の計算書類において認識する繰

延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

４．貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減損損失累計額

貸借対照表上、減価償却累計額に含めて表示しております。

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

該当事項はありません。
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６．株主資本等変動計算書に関する注記

（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 2,477,400株 －株 －株 2,477,400株

（２）自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 24,583株 －株 －株 24,583株

（３）剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決 議 株式の種種
配 当 の

原 資

配当金の総額

（ 千 円 ）

１株当たり配当額

( 円 )
基 準 日 効力発生日

2 0 2 0年 6月 2 2日

定 時 株 主 総 会
普通株式 利益剰余金 7,358 3.0 2020年3月31日 2020年6月23日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になる

もの

決 議 予 定 株式の種種
配 当 の

原 資

配当金の総額

（ 千 円 ）

１株当たり配当額

( 円 )
基 準 日 効力発生日

2 0 2 1年 6月 2 2日

定 時 株 主 総 会
普通株式 利益剰余金 7,358 3.0 2021年3月31日 2021年6月23日

（４）当事業年度末における新株予約権に関する事項

第８回
新株予約権

第９回
新株予約権

第10回
新株予約権

第11回
新株予約権

第12回
新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

目的となる株式の数 1,000株 400株 45,000株 500株 17,400株

新 株 予 約 権 の 残 高 10個 ４個 450個 ５個 174個

第13回
新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式

目的となる株式の数 13,600株

新 株 予 約 権 の 残 高 136個
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７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産  　   (千円）

賞与引当金 13,075

未払費用 2,047

未払事業税 800

減価償却超過額 18,425

貸倒引当金 296

資産除去債務 1,837

退職給付引当金 25,585

一括償却資産超過額 231

関係会社株式評価損 8,966

投資有価証券評価損 4,594

繰越欠損金 329,587

その他 546

　小計 405,995

　評価性引当額 △405,995

　繰延税金資産合計 －

８．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については主に短期的な預金等としており、また、資金調達に

ついては調達計画に照らして、必要な資金を金融機関からの借入により調達する方

針です。デリバティブ取引は行っておりません。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金はそのほとんどが１ヶ月以内の支払期日となっております。

③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、役職者が日常的、定期的な取引先の情報の把

握に努め、取引相手ごとの期日及び残高管理を行うとともに、各部と連携し、

財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

ロ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の

管理

　当社は、各部からの報告に基づきコーポレートマネジメント室が適時に資金

繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持等により流動性リスクを

管理しております。
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（２）金融商品の時価等に関する事項

　2021年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1)現金及び預金 793,966 793,966 －

(2)売掛金 217,671 217,671 －

(3)敷金及び保証金 76,194 76,194 －

資産計 1,087,832 1,087,832 －

(1)買掛金 31,760 31,760 －

(2)未払金 12,339 12,339 －

(3)未払費用 13,313 13,313 －

(4)未払法人税等 4,903 4,903 －

(5)未払消費税等 7,961 7,961 －

負債計 70,279 70,279 －

（注）１.金融商品の時価の算定方法に関する事項

資産

（１）現金及び預金（２）売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額とほぼ等しい

ことから、当該帳簿価額によっております。

（３）敷金及び保証金

　この時価は、賃借期間の将来キャッシュ・フローをリスクフリーレートで割

り引いた現在価値により算定しております。「貸借対照表計上額」及び「時価」

には敷金及び保証金の回収が最終的に見込めないと認められる部分（本社の将

来の発生が予想される原状回復費見込額の未償却残高）の金額が含まれており

ます。

負債

（１）買掛金（２）未払金（３）未払費用（４）未払法人税等（５）未払消費

税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額とほぼ等しい

ことから、当該帳簿価額によっております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上

額

　区分 貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 20,010

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、金融商品の時価等には含めておりません。

９．持分法損益等に関する注記

（１）関連会社に対する投資に関する事項

該当事項はありません。

（２）開示対象特別目的会社に関する事項

当社は、開示対象特別目的会社を有しておりません。

10．関連当事者との取引に関する注記

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

11．１株当たり情報に関する注記

（１）１株当たり純資産額 394円24銭

（２）１株当たり当期純損失 20円97銭

12．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

13．その他の注記

該当事項はありません。
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会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2021年５月21日
株 式 会 社 ソ ケ ッ ツ

　取締役会　御中

　　　　EY新日本有限責任監査法人
　　　　東　　京　　事　　務　　所

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士　板　谷　秀　穂　印

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士　三　木　康　弘　印

監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ソケッツの2020年４月１日から2021年３月

31日までの第21期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表

並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当

該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお

ける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国に

おける職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家

としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手する。
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・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう

か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類

等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査

証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる

取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統

制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行

う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー

フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第21期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監

査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受け

るほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。

(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内

部監査人その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法

で監査を実施しました。

　①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、

必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査いたしまし

た。

　②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に

定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ

ム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ

て説明を求め、意見を表明いたしました。

　③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会

計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人

から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）

を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を

受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書並びに計算書類（貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

 ①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

 ②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。

 ③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに

関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

  会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年５月28日

株 式 会 社 ソ ケ ッ ツ 監 査 役 会

常 勤 監 査 役

（ 社 外 監 査 役 ）
山 本 　 実 

社 外 監 査 役 大 塚 一 郎 

社 外 監 査 役 今 西 浩 之 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題の一つと位置付けており、

利益配分につきましては、内部留保にも意を用いつつ安定的な配当を継続してい

くことを基本方針としております。

　当期の期末配当につきましては、足元の状況および経営環境並びに配当金額の

規模等を総合的に勘案した結果、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

（１）配当財産の種類

金銭といたします。

（２）配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式　１株につき金３円

配当総額　　　 　7,358,451円

（３）剰余金の配当が効力を生じる日

2021年６月23日
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第２号議案　取締役３名選任の件
　取締役３名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして
は、取締役３名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番号

氏名
（生年月日）

略歴・当社における地位および担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株
式数

1

うら　  べ　 こう　 じ

浦 部 浩 司
（1968年５月18日生）

1992年４月 日本合同ファイナンス㈱(現㈱ジャフコ)
入社

1999年10月 ㈱ビジュアルコミュニケーション入社　
執行役員就任

2000年６月 当社設立、代表取締役社長就任（現任）

711,600株

【選任理由】

浦部浩司氏は、2000年の当社創業以来一貫して当社代表を務め、豊富な経験、知見、人脈を

活かし、強いリーダーシップで当社を牽引すると共に、適切な意思決定、経営監督の実現を

図っております。これらのことから今後の更なる当社の成長のために適任であると判断し、

引き続き取締役候補者といたしました。

2

う　　かい　ゆき　 ひろ

鵜 飼 幸 弘
（1959年２月19日生)

1981年４月 シャープ㈱入社

1989年２月 ㈱リコー入社

1990年９月 ㈱メガチップス入社

1998年６月 同社取締役就任

2000年６月 当社社外取締役就任（現任）

2008年６月 ㈱メガチップス代表取締役社長就任

2011年７月

2019年７月

㈱テクノロジーハブ代表取締役社長
就任(現任)
SeeDevice Inc.（現SEEDEVICE 
HOLDINGS,INC.）取締役就任（現任）

〔重要な兼職の状況〕
㈱テクノロジーハブ代表取締役社長
SEEDEVICE HOLDINGS,INC.取締役

15,000株

【選任理由及び期待される役割の概要】

鵜飼幸弘氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は東証1部上場企業の経営者経験における

知見、または国内外における長年の技術開発や企業提携経験を活かした客観的な助言や監督

を期待するものであります。

3

さ と う 　 　 あ き ら

佐 藤 　 明
（1965年３月17日生）

1987年４月 野村證券㈱入社

2001年５月

2005年12月
2012年11月

㈱バリュークリエイト代表取締役就任
（現任）
富士製薬工業㈱監査役就任
当社社外取締役就任（現任）

〔重要な兼職の状況〕
㈱バリュークリエイト代表取締役

―

【選任理由及び期待される役割の概要】

佐藤明氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は長年の証券アナリスト経験また独立後、

企業価値向上支援企業の事業運営を通じた豊富な企業分析や企業提携に関する知見に基づ

き、客観的な助言や監督を期待するものであります。
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（注）１．候補者鵜飼幸弘氏は、株式会社テクノロジーハブの代表取締役社長および

　　　　　SEEDEVICE HOLDINGS,INC.（USA）の取締役を兼務しております。当社は両社との間に

特別な取引関係はありません。

２．候補者佐藤明氏は、株式会社バリュークリエイトの代表取締役を兼務しております。

当社は同社との間に特別な取引関係はありません。

３．その他の候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

４．候補者鵜飼幸弘氏および佐藤明氏は社外取締役候補者であります。なお、当社は両氏

を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ておりま

す。なお、両氏の再任が承認された場合には、当社は両氏を引続き独立役員とする予

定であります。

５．候補者鵜飼幸弘氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在

任期間は、本総会終結の時をもって21年となります。

６．候補者佐藤明氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任

期間は、本総会終結の時をもって８年７ヶ月となります。

７．当社は候補者鵜飼幸弘氏および佐藤明氏との間で会社法第423条第１項の損害賠償責

任について、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする契約を締結し

ております。本議案において両氏の再任が承認された場合は、両氏との間の当該契約

を継続する予定であります。

以　上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
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　東京メトロ副都心線「北参道駅」１番出口より徒歩６分
　ＪＲ中央・総武線各駅停車「千駄ヶ谷駅」より徒歩６分

　　都営大江戸線「国立競技場駅」Ａ４出口より徒歩６分
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